
(令和４年度事業実績）

川越市自殺対策計画　令和４年度事業実績
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基本施策Ⅰ：地域におけるネットワークの強化
主な取組１： 関係機関・団体との連携を強化する

具体的取組（１）： 関係部署との連携体制の確立

1 保健予防課 自殺対策連絡会議
川越市内の関係機関・団体
が連携し、自殺対策の推進を
図る

市内関係機関・団
体

自殺の実態、関係機関
の役割と連携、自殺防
止の普及啓発推進等の
情報交換

主催 実施の有無 実施 実施
自殺予防につい
て、関係機関での
共有ができた。

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施
自殺予防につい
て、関係機関での
共有ができた。

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施

新型コロナウイル
スの拡大の影響
で書面会議を実
施

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施

新型コロナウイル
スの拡大の影響
で書面会議を実
施

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施
自殺予防につい
て、関係機関での
共有ができた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2 保健予防課
川越市自殺対策計画検
討会議

川越市における自殺予防対
策を多角的に検討し総合的
に推進する

自殺予防に関連
する庁内各課

情報交換、現状と問題
点の分析、関係部署と
の連携等に関する会議
及びトピックスとなる内
容の研修

主催 実施の有無 実施 実施

自殺予防につい
て、庁内関係機関
での共有ができ
た。

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施

自殺予防につい
て、庁内関係機関
での共有ができ
た。

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施

新型コロナウイル
スの拡大の影響
で書面会議を実
施

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施

新型コロナウイル
スの拡大の影響
で書面会議を実
施

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施

自殺予防につい
て、庁内関係機関
での共有ができ
た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

3 保健予防課 精神保健福祉連絡会
関係機関が問題意識を共有
し地域のネットワークを構築
する

関係機関 研修、グループワーク等 主催 実施の有無 実施 実施
問題意識を共有
することができ
た。

Ａ 継続 実施の有無 実施 ―
新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続 実施の有無 実施 ―

新型コロナウイル
スの拡大の影響
で書面会議を実
施

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施
オンラインの形式
で実施

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施
オンラインの形式
で実施

Ａ 継続 Ａ Ｄ Ａ Ａ Ａ

具体的取組（２）： 民間団体の活動に対する支援

4 保健予防課
民間団体の活動の情報
提供

民間団体への協力 市民

家族会や自助グループ
などの民間団体からの
市民周知について依頼
があるものについて、窓
口にチラシ等を設置し、
活動を市民に情報提供

主催 － ― ―
民間団体の活動
に貢献できた。

― 継続 実施の有無 実施 実施
民間団体の活動
に貢献できた。

Ｂ 継続 実施の有無 実施 実施
民間団体の活動
に貢献できた。

Ｂ 継続 実施の有無 実施 実施
民間団体の活動
に貢献できた。

Ｂ 継続 実施の有無 実施 実施
民間団体の活動
に貢献できた。

Ｂ 継続 ― Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

基本施策Ⅱ：自殺対策を支える人材の育成
主な取組２： 自殺対策に係る人材の養成及び対策を支える人を支援する

具体的取組（１）： 地域保健福祉関係者の資質向上

重① 5 保健予防課 関係機関に対する研修

地域保健に携わる関係職員
が精神保健福祉に関する知
識を深め相談技術の向上と
適切な連携が取れるようにす
る

関係機関職員
自殺や精神保健福祉に
関する知識の普及

主催
実施回数
参加人数

13回
338人

6回
176人

精神保健に関す
る知識や技術の
向上を図ることが
できた。

Ｃ 継続
実施回数
参加人数

6回
176人

1回
２４人

精神保健に関す
る知識や技術の
向上を図ることが
できた。

Ｃ 継続
実施回数
参加人数

1回
24人

0回
0人

新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続
実施回数
参加人数

1回
24人

1回
19人

新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続
実施回数
参加人数

1回
24人

1回
16人

精神保健に関す
る知識の向上を
図ることができ
た。

Ｃ 継続 Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ

具体的取組（２）： 様々な分野でのゲートキーパーの養成

重① 6 保健予防課
ゲートキーパー養成研
修

自殺予防について知識を学
び、相談対応の向上や連携
等を図る

介護サービス事
業者、民生委員
など

介護支援専門員、民生
委員・児童委員、養護教
諭など様々な分野で
ゲートキーパーとは何
か、役割などを講義

主催
実施回数
参加人数

1回
51人

1回
32人

自殺の現状、予
防について知識
の普及ができた。
相談対応の向上
や連携ができた。

Ｂ 継続
実施回数
参加人数

1回
32人

1回
17人

自殺の現状、予
防について知識
の普及ができた。
相談対応の向上
や連携ができた。

Ｂ 継続
実施回数
参加人数

1回
32人

0回
0人

新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続
実施回数
参加人数

1回
32人

1回
１６人

対象となる自治会
の規模を縮小して
実施

Ｃ 継続
実施回数
参加人数

1回
32人

1回
１7人

自殺の現状、予
防について知識
の普及ができた。

Ｃ 継続 Ｂ Ｂ Ｄ Ｃ Ｃ

基本施策Ⅲ：住民への啓発と周知の充実
主な取組３： 自殺の実態を把握し周知する

具体的取組（１）： 自殺に関する様々な統計資料の分析

7 保健予防課
各種統計情報の収集・
活用

各種統計による自殺対策の
課題を検討

―

警察統計、保健統計、
救急統計関連統計を収
集し自殺対策の課題に
ついて検討

主催 実施の有無 分析と公表

分析・課題抽
出しホーム
ページで公

開

計画策定に際し
自殺の実態を把
握し、課題の抽出
ができた。

Ａ 継続 実施の有無 分析と公表

分析・課題抽
出しホーム
ページで公

開

計画策定に際し
自殺の実態を把
握し、課題の抽出
ができた。

Ａ 継続 実施の有無 分析と公表

分析・課題抽
出しホーム
ページで公

開

計画策定に際し
自殺の実態を把
握し、課題の抽出
ができた。

Ａ 継続 実施の有無 分析と公表

分析・課題抽
出しホーム
ページで公

開

計画策定に際し
自殺の実態を把
握し、課題の抽出
ができた。

Ａ 継続 実施の有無 分析と公表

分析・課題抽
出しホーム
ページで公

開

計画策定に際し
自殺の実態を把
握し、課題の抽出
ができた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

8 保健予防課 市民意識調査
自殺対策の評価指標とする
ため

無作為抽出
市民3,000人

計画見直しに合わせ無
作為抽出による市民調
査

主催 実施の有無 分析と公表
ホームペー
ジで公開

自殺に関する市
民意識について
把握できた。

Ａ 終了 ― ― ―
自殺対策計画策
定の際、実施予
定

― ― ― ―
自殺対策計画策
定の際、実施予
定

― ― ― ―
自殺対策計画策
定の際、実施予
定

― 継続 実施の有無 分析と公表
ホームペー
ジで公開

自殺に関する市
民意識について
把握できた。

Ａ 終了 Ａ ― ― ― Ａ

主な取組４： 市民一人ひとりの気づきと見守りを促す

具体的取組（１）： 自殺予防週間と自殺対策強化月間の実施

9 保健予防課
自殺予防週間（9/10～
9/16）の事業

自殺予防に関する正しい理
解と知識の普及、情報提供を
図る

市民
自殺や精神保健福祉に
関する普及啓発

主催
期間内（9月）
の啓発事業
数

2事業 1事業
自殺予防に関す
る正しい知識の普
及ができた。

Ｂ 継続
期間内（9月）
の啓発事業
数

2事業 1事業
自殺予防に関す
る正しい知識の普
及ができた。

Ｂ 継続
期間内（9月）
の啓発事業
数

1事業 未実施
新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続
期間内（9月）
の啓発事業
数

1事業 2事業
自殺予防に関す
る正しい知識の普
及ができた。

Ａ 継続
期間内（9月）
の啓発事業
数

1事業 ２事業
自殺予防に関す
る正しい知識の普
及ができた。

Ａ 継続 Ｂ Ｂ Ｄ Ａ Ａ

10 保健予防課
自殺対策強化月間（3
月）の事業

自殺予防に関する正しい理
解と知識の普及、情報提供を
図る

市民
自殺や精神保健福祉に
関する普及啓発

主催
年間実施事
業数（9月、3
月除く）

4事業 4事業
相談窓口、医療
機関の周知がで
きた。

Ｂ 継続
期間内（３
月）の啓発事
業数

4事業 1事業
相談窓口、医療
機関の周知がで
きた。

Ｃ 継続
年間実施事
業数（3月）

4事業 未実施
新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続
年間実施事
業数（3月）

4事業 2事業

一部新型コロナウ
イルス感染症の
感染拡大のため、
実施を見送った
が、相談窓口など
のの周知ができ
た。

Ｃ 継続
年間実施事
業数（3月）

4事業 3事業
自殺予防に関す
る正しい知識の普
及ができた。

Ｂ 継続 Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｂ

具体的取組（２）： 心の健康や自殺に関する正しい知識の普及

11 保健予防課
自殺予防に関する普及
啓発

自殺予防に関する正しい理
解と知識の普及、情報提供を
図る

市民

啓発カード、チラシ、　啓
発物の配布とポスター、
啓発看板、横断幕等に
よる啓発

主催
年間実施事
業数（9月、3
月除く）

4事業 4事業
相談窓口、医療
機関の周知がで
きた。

Ａ 継続
年間実施事
業数（9月、3
月除く）

4事業 4事業
相談窓口、医療
機関の周知がで
きた。

Ａ 継続
年間実施事
業数（9月、3
月除く）

4事業 未実施
新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続
年間実施事
業数（9月、3
月除く）

4事業 2事業

一部新型コロナウ
イルス感染症の
感染拡大のため、
実施を見送った
が、啓発ティッ
シュやポスターの
掲示などの周知
ができた。

Ｃ 継続
年間実施事
業数（9月、3
月除く）

4事業 4事業
自殺予防に関す
る正しい知識の普
及ができた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｄ Ｃ Ａ

12 保健予防課
「自殺対策関連相談窓
口リーフレット」

精神保健や自殺対策に関す
る正しい理解と知識の普及、
情報提供を図る

市民
「自殺対策関連相談窓
口」の作成と周知

主催 配布数 １０，０００部 10,900部

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ａ 継続 配布数 4000部 3650部

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ａ 継続 配布数 1200部 1180部

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ａ 継続 配布数 1200部 1200部

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ａ 継続 配布数 1200部 1120部
自殺予防に関す
る正しい知識の普
及ができた。

Ｂ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

13 保健予防課
「保健所各種相談のご
案内」の作成と周知

精神保健や自殺対策に関す
る正しい理解と知識の普及、
情報提供を図る

市民
保健所の精神保健担当
における相談事業につ
いて周知する

主催 配布数 1000部 1000部

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ａ 継続 配布数 1000部 1000部

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ａ 継続 配布数 1000部 1000部

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ａ 継続 配布数 1000部 1000部

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ａ 継続 配布数 1000部 1000部

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

14 保健予防課
「精神保健医療マップ」
の作成と周知

精神保健や自殺対策に関す
る正しい理解と知識の普及、
情報提供を図る

市民
市内の精神科、精神科
クリニックの診療情報や
地図を作成し周知

主催 ― ― ― 作成は隔年 ― 継続 配布数 5000部 5000部

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ｂ 継続 ― ― ― 作成は隔年 ― 継続 配布数 ― ―
残部があるため、
未実施

Ｄ 継続 配布数 ― ―
残部があるため、
未実施

Ｄ 継続 ― Ｂ ― Ｄ Ｄ

15 保健予防課 精神保健福祉家族教室

精神障害者を抱える家族に
必要な知識や情報を提供し
たり家族同士の悩みを分か
ち合う場を提供する

市内在住で統合
失調症の方がい
る家族

精神科医師、臨床心理
士などを講師に、統合失
調症やうつ病などの精
神疾患について学ぶ

主催
実施回数
延参加人数

6回
109人

8回
101人

精神保健に関す
る知識や技術の
向上を図ることが
できた。

Ａ 継続
実施回数
延参加人数

8回
101人

３回
３４人

精神保健に関す
る知識や技術の
向上を図ることが
できた。

Ｂ 継続
実施回数
参加人数

3回
34人

0回
0人

新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続
実施回数
参加人数

0回
0人

0回
0人

新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続
実施回数
参加人数

１回
3０人

１回
3８人

新型コロナの影響
で3回を1回に凝
縮して実施した
が、精神保健に関
する知識や技術
の向上を図ること
ができた。

Ａ 継続 Ａ Ｂ Ｄ Ｄ Ａ

16 保健予防課 普及啓発講演会
精神保健や自殺対策に関す
る正しい理解と知識の普及、
情報提供を図る

市民

精神疾患、うつ病、アル
コール依存症など精神
保健に関する講演会を
実施

主催
実施回数
参加人数

1回
211人

1回
230人

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ａ 継続
実施回数
参加人数

1回
230人

1回
４２人

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ａ 継続
実施回数
参加人数

1回
50人

0回
0人

新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続
実施回数
参加人数

1回
50人

0回
0人

新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続
実施回数
参加人数

１回
５０人

１回
２０人

精神保健や自殺
予防に関する正し
い知識の普及が
できた

Ｃ 継続 Ａ Ａ Ｄ Ｄ Ｃ

基本施策Ⅳ：生きることの促進要因への支援
主な取組５： 心の健康づくりを促進する

具体的取組（１）： 職場におけるメンタルヘルス対策の推進

17 職員課
川越市職員の健康管理
事業

超過勤務の縮減、健康診断
や健康相談、ストレスチェック
制度等の実施により、市民か
らの相談に応じる職員の心
身の健康の維持増進を図
る。

職員

超過勤務の縮減、健康
診断や健康相談、ストレ
スチェック制度等の実施
により、市民からの相談
に応じる職員の心身の
健康の維持増進を図
る。

主催 ― ― ―

各事業を通じて、
職員の心身の健
康の維持増進を
図ることができ
た。

― 継続 ― ― ―

各事業を通じて、
職員の心身の健
康の維持増進を
図ることができ
た。

― 継続 ― ― ―

各事業を通じて、
職員の心身の健
康の維持増進を
図ることができ
た。

― 継続 ― ― ―

各事業を通じて、
職員の心身の健
康の維持増進を
図ることができ
た。

― 継続 ― ― ―

各事業を通じて、
職員の心身の健
康の維持増進を
図ることができ
た。

― 継続 ― ― ― ― ―

重② 18 雇用支援課 労働安全衛生セミナー

働くうえでの労働安全意識の
一層の向上、メンタルヘルス
及び健康維持の重要性の認
識を図る

勤労者、事業主
及び安全衛生管
理者等

ストレスとの付き合い方
やメンタルヘルス等につ
いて事例を中心に解説

埼玉県（勤労
者福祉課）

開催回数 1 1

働くうえでの労働
安全意識の一層
の向上、メンタル
ヘルス及び健康
維持の重要性の
認識を図ることが
出来た

Ａ 継続 開催回数 1 1

働くうえでの労働
安全意識の一層
の向上、メンタル
ヘルス及び健康
維持の重要性の
認識を図ることが
出来た

Ａ 継続 開催回数 1 1

働くうえでの労働
安全意識の一層
の向上、メンタル
ヘルス及び健康
維持の重要性の
認識を図ることが
出来た

Ａ 継続 開催回数 1 1

働くうえでの労働
安全意識の一層
の向上、メンタル
ヘルス及び健康
維持の重要性の
認識を図ることが
出来た。

Ａ 継続 開催回数 1回 1回

働くうえでの労働
安全意識の一層
の向上、メンタル
ヘルス及び健康
維持の重要性の
認識を図ることが
出来た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

19
雇用支援課
男女共同参画課

仕事と家庭の両立支援
セミナー

仕事と生活の両立を図るた
めの啓発

事業主及び人事
労務担当者、
ワークライフバラ
ンスに興味のある
方

仕事と生活の調和の意
識啓発を目的としたセミ
ナーを行う

主催
開催回数 1回 1回

事業者を含め、広
くワークライフバラ
ンスの周知・啓発
ができた。

Ａ 継続 開催回数 1回 1回

事業者を含め、広
くワークライフバラ
ンスの周知・啓発
ができた。

Ａ 継続 開催回数 1回
新型コロナの
影響により事

業中止
― Ｄ 継続 開催回数 1回 1回

再就職を目指す
女性を主な対象と
したオンラインセミ
ナーを開催した。

Ａ 継続 開催回数 1回 1回

再就職を目指す
女性を主な対象と
したオンラインセミ
ナーを開催した。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｄ Ａ Ａ

川越市自殺
対策計画の

事業

1
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川越市自殺
対策計画の

事業

20 学校管理課
川越市立小中特別支援
学校教職員ストレス
チェック制度

教職員のストレスへの気づ
きを促すとともに、職場環
境の改善につなげ、働きや
すい職場づくりを進めるこ
とで、教職員がメンタル不
調になることを未然に防ぐ

県費負担教職員
※臨時的任用教
職員及び非常勤
の教職員につい
ては対象要件を
満たした者

教職員ひとりひとり
に、心と体の健康にか
かる調査票を配布、回
答した教職員には結果
に応じ相談、面接指導
を実施する。また、教
職員のストレスチェッ
ク結果を分析し、職場
全体のストレス傾向を
把握し、職場環境の改
善につなげる。

主催 受検率 90 91

教職員のストレス
への気づきを促
すとともに、職場
環境の改善につ
なげ、働きやすい
職場づくりを進め
ることで、教職員
がメンタル不調に
なることを未然に
防ぐことができ
る。
回答票配布数：
1451人
回答票回収　：
1328枚
有効回答数　：
1293人
配布数÷回収数
＝91.52％

Ａ 継続 受検率 90 61

教職員のストレス
への気づきを促
すとともに、教職
員がメンタル不調
になることを未然
に防ぐための手
立てとなった。委
託業者変更によ
り、紙の調査票か
ら、ネット上での
受検形式に変更
したため、受検率
が低かった。
回答票配布数：
1451人
回答票回収　：
1328枚
有効回答数　：
1293人
配布数÷回収数
＝91.52％

Ｃ 継続 受検率 90 78.4

教職員のストレス
への気づきを促
すとともに、教職
員がメンタル不調
になることを未然
に防ぐための手
立てとなった。委
託業者変更２年
目により、ネット上
での受検形式とな
り、徐々に周知さ
れ、受検率も上
がってきた。

Ｂ 継続 受検率 90 88.7

教職員のストレス
への気づきを促
すとともに、教職
員がメンタル不調
になることを未然
に防ぐための手
立てとなった。受
検形式変更から３
年目となり、継続
的な呼びかけに
より受検率は上
がってきた。

Ｂ 継続 受検率 90% 91%

教職員のストレス
への気づきを促
すとともに、教職
員がメンタル不調
になることを未然
に防ぐための手
立てとなった。継
続的な呼びかけ
により受検率は目
標値を上回った。

Ａ 継続 Ａ Ｃ Ｂ Ｂ Ａ

具体的取組（２）： 地域における心の健康づくり推進体制の整備

重① 21
高齢者いきがい
課

老人福祉事業
高齢者の生きがいの場とし
て、老人クラブの各事業を実
施する。

60歳以上の高齢
者（老人クラブ
加入者）

高齢者の生きがい発揮
の場としてシニア将棋、
囲碁大会、シニアスポー
ツ大会、シニアゲート
ボール大会を委託事業
として実施

主催
延べ参加者
数

5回 4回

高齢者の生きが
い発見・発揮の場
として実施でき
た。

Ａ 継続
延べ参加者
数

5回 5回

高齢者の生きが
い発見・発揮の場
として実施でき
た。

Ａ 継続 開催回数 8回 ―
新型コロナの影響
により事業中止

Ｄ 継続 開催回数 8回 1回

新型コロナの影響
により趣味の作品
展以外の事業中
止

Ｃ 継続 開催回数 8回 6回

新型コロナの感染
防止を図れたもの
については事業を
実施

Ｂ 継続 Ａ Ａ Ｄ Ｃ Ｂ

重① 22
高齢者いきがい
課

介護支援いきいきポイ
ント

高齢者の地域における社会
参加を奨励・支援することに
より、介護予防を推進する。

6５歳以上の川越
市介護保険被保
険者

65歳以上の市内事業登
録者が、市指定の介護
関連施設等で、要介護
者等にボランティア活動
を行った場合にポイント
を付与し、そのポイント
に応じ奨励金や特産品
と交換

主催
事業登録者
数

400人 449人

高齢者の地域に
おける社会参加
を奨励・支援する
ことにより、介護
予防の推進を
図った。

Ａ 継続
事業登録者
数

500人 517

高齢者の地域に
おける社会参加
を奨励・支援する
ことにより、介護
予防の推進を
図った。

Ａ 継続
事業登録者
数

500 508

障害者関連施設
を活動施設に加
え、高齢者の地域
における社会参
加を奨励・支援す
ることにより、介
護予防の推進を
図った。

Ａ 継続
事業登録者
数

500 523

R2年度より、障害
者関連施設を活
動施設に加え、高
齢者の地域にお
ける社会参加を
奨励・支援するこ
とにより、介護予
防の推進を図っ
た。

Ａ 継続
事業登録者
数

500人 513人

R2年度より、障害
者関連施設を活
動施設に加え、高
齢者の地域にお
ける社会参加を
奨励・支援するこ
とにより、介護予
防の推進を図っ
た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

主な取組６： 適切な精神科医療や福祉サービスを受けられるようにする

具体的取組（１）：うつに関する相談の実施

23 保健予防課 うつに関する相談

うつ病の方の自殺率が高い
ことから、自殺予防事業とし
て、うつに関する相談を受け
る

市民

相談日(要予約）を設
け、精神保健福祉士、保
健師が、うつ病の予防
及び治療継続や回復へ
の支援を図る

主催
実施回数
延人数

15回
24人

20回
32人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

20回
32人

13回
34人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

13回
34人

12回
24人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

12回
24人

１５回
２３人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

12回
24人

8回
9人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｃ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ

具体的取組（２）：うつ病以外の精神科疾患等に対する支援

24 保健予防課
アルコールに関する相
談

アルコールが自殺リスクを高
めることから、自殺予防事業
として、アルコールに関する
相談を受ける

市民

相談日（要予約）を設
け、アルコール依存症の
予防、治療継続や回復
への支援を図る

主催
実施回数
延人数

10回
23人

9回
29人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

9回
29人

8回
11人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

8回
11人

6回
16人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

6回
16人

５回
９人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続
実施回数
延人数

12回
24人

9回
12人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｃ 継続 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ

25 保健予防課 精神保健福祉専門相談

精神科医師が心の健康に関
する相談を受け、問題解決に
向けて方向性をアドバイスす
る

市民・関係機関
精神科医師による心の
健康に関する相談（要
予約）

主催
実施回数
延人数

10回
28人

11回
23人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

11回
23人

10回
21人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

10回
21人

8回
11人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

8回
11人

７回
１６人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

8回
11人

６回
1３人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

26 保健予防課
精神障害者等社会復帰
相談事業（ソーシャルク
ラブ）

回復途上にある精神障害者
がグループ活動を通じて仲間
づくりを図るとともに、日常生
活や対人関係を改善でき、社
会的に自立できるよう支援す
る

主に統合失調症
の方（市民）

回復途上にある精神障
害者がグループ活動を
通じて仲間づくりを図る
とともに、日常生活や対
人関係を改善でき、社会
的に自立できるよう支援
する

主催
実施回数
延参加人数

46回
313人

44回
275人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続
実施回数
延参加人数

44回
275人

45回
７４人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｃ 終了 Ｅ Ｅ ― ― ― ― Ｅ ― Ｂ Ｃ Ｅ Ｅ Ｅ

具体的取組（３）：がん患者、難病患者等に対する支援

27 健康管理課 がんサロン
患者、家族、遺族が交流・情
報交換することで、精神的な
負担や悩みの軽減を図る。

がん患者、家族、
遺族

がん患者同士の交流、
情報交換等

リレー・
フォー・ライ
フ・ジャパン
川越実行委
員会と共催

実施回数 ― 5回
患者、家族、遺族
の精神的な負担
の軽減が図れた。

Ａ 継続 実施回数 ― 4回
患者、家族、遺族
の精神的な負担
の軽減が図れた。

Ａ 継続 実施回数 ―
新型コロナの
影響により事

業中止
－ Ｄ 継続 実施回数 ― １回

新型コロナの影響
により事業規模縮
小

Ｃ 継続 実施回数 ― 5回
患者、家族、遺族
の精神的な負担
の軽減が図れた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｄ Ｃ Ａ

28 健康管理課 難病医療講演会

疾患・治療・福祉サービス・介
護方法等について学習する
場を提供し、患者のQOLの向
上、家族の負担軽減を図る。

難病患者、家族
難病の疾患、治療、療
養生活に関する講演会

家族会と
共催

実施の有無 実施 実施
患者のQOLの向
上、家族の負担
軽減が図れた。

Ａ 継続 実施の有無 ― 実施
患者のQOLの向
上、家族の負担
軽減が図れた。

Ｂ 継続 実施の有無 ―
新型コロナの
影響により事

業中止
－ Ｄ 継続 実施の有無 ―

新型コロナの
影響により事

業中止
－ Ｄ 継続 実施の有無 ―

新型コロナの
影響により事

業中止
－ Ｄ 継続 Ａ Ｂ Ｄ Ｄ Ｄ

29 健康管理課
難病患者家族会への支
援

同じ病気の患者家族が集ま
り、交流や情報交換等を通
し、療養生活の充実を図る。

難病患者、家族
難病患者、家族同士の
交流、情報交換等

主催 実施回数 ― 29回

患者家族が集ま
り、交流や情報交
換を通し、療養生
活の充実が図れ
た。

Ｂ 継続 実施回数 ― 18回

患者家族が集ま
り、交流や情報交
換を通し、療養生
活の充実が図れ
た。

Ｂ 継続 実施回数 ―
新型コロナの
影響により事

業中止
－ Ｄ 継続 実施回数 ―

新型コロナの
影響により事

業中止
－ Ｄ 継続 実施回数 ―

新型コロナの
影響により事

業中止
－ Ｄ 継続 Ｂ Ｂ Ｄ Ｄ Ｄ

30 健康管理課
訪問支援（難病患者、
家族）

保健師等が関係機関と連携
し個別支援を行うことで、難
病患者のQOLの向上、家族
の介護負担の軽減を図る。

難病患者、家族 訪問により相談対応 主催 訪問件数 ― 67件

関係機関と連携
し、難病患者の
QOLの向上、家族
の介護負担の軽
減を図れた。

Ｂ 継続 訪問件数 ― 28件

関係機関と連携
し、難病患者の
QOLの向上、家族
の介護負担の軽
減を図れた。

Ｂ 継続 訪問件数 ― 13件

関係機関と連携
し、難病患者の
QOLの向上、家族
の介護負担の軽
減を図れた。

Ｂ 継続 訪問件数 ― 10件

関係機関と連携
し、難病患者の
QOLの向上、家族
の介護負担の軽
減を図れた。

Ｂ 継続 訪問件数 ― １５件

関係機関と連携
し、難病患者の
QOLの向上、家族
の介護負担の軽
減を図れた。

Ｂ 継続 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

31 健康管理課
電話相談（難病患者、
家族）

保健師等が関係機関と連携
し個別支援を行うことで、難
病患者のQOLの向上、家族
の介護負担の軽減を図る。

難病患者、家族 電話により相談対応 主催 相談件数 ― 1606件

関係機関と連携
し、難病患者の
QOLの向上、家族
の介護負担の軽
減を図れた。

Ｂ 継続 相談件数 ― 1,389件

関係機関と連携
し、難病患者の
QOLの向上、家族
の介護負担の軽
減を図れた。

Ｂ 継続 相談件数 ― 1,419件

関係機関と連携し
個別支援を行うこ
とで、難病患者の
QOLの向上、家族
の介護負担の軽
減を図れた。

Ｂ 継続 相談件数 － 1,330件

関係機関と連携し
個別支援を行うこ
とで、難病患者の
QOLの向上、家族
の介護負担の軽
減を図れた。

Ｂ 継続 相談件数 － 1548件

関係機関と連携
し、難病患者の
QOLの向上、家族
の介護負担の軽
減を図れた。

Ｂ 継続 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主な取組７： 社会全体の自殺リスクを低下させる

具体的取組（１）：地域における相談体制の充実と支援策、相談窓口情報等の分かりやすい発信

重② 32 広聴課 一般相談
市民の、家庭・社会生活上
の心配や問題の相談を受け
る。

市民
電話及び来庁者の相談
に応じる

主催 相談実施日 244 229

家庭及び社会生
活上における心
配ごと、悩みごと
を抱えた市民に
対する支援を図る
ことができる。

Ｂ 継続 相談実施日 240 232

家庭及び社会生
活上における心
配ごと、悩みごと
を抱えた市民に
対する支援を図る
ことができた。

Ｂ 継続 相談実施日 243 236

家庭及び社会生
活上における心
配ごと、悩みごと
を抱えた市民に
対する支援を図る
ことができた。

Ｂ 継続 相談実施日 204 201

家庭及び社会生
活上における心
配ごと、悩みごと
を抱えた市民に
対する支援を図る
ことができた。

Ｂ 継続 相談実施日 202日 197日

家庭及び社会生
活上における心
配ごと、悩みごと
を抱えた市民に
対する支援を図る
ことができた。

Ｂ 継続 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

33 広聴課 消費生活センター

消費者と事業者間のトラブ
ルや、サラ金・クレジット
などの借金問題の解決のた
め

市民

悪質商法などの消費者
と事業者間のトラブル
の相談や、サラ金・ク
レジットなどの借金相
談

主催 相談実施日 244 244

消費者トラブルや
消費生活に関す
る相談に応じ、助
言・斡旋を行う。

Ａ 継続 相談実施日 240 240

消費者トラブルや
消費生活に関す
る相談に応じ、助
言・斡旋を行うこ
とができた。

Ａ 継続 相談実施日 243 243

消費者トラブルや
消費生活に関す
る相談に応じ、助
言・斡旋を行うこ
とができた。

Ａ 継続 相談実施日 242 242

消費者トラブルや
消費生活に関す
る相談に応じ、助
言・斡旋を行うこ
とができた。

Ａ 継続 相談実施日 243日 243日

消費者トラブルや
消費生活に関す
る相談に応じ、助
言・斡旋を行うこ
とができた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

34 男女共同参画課 女性相談
女性が抱えるさまざまな悩み
に応じる相談業務

女性全般

ＤＶ・家庭・夫婦関係そ
の他女性の抱えるさま
ざまな悩みについての
相談

主催 相談実施日 244日 244日

女性の抱える悩
みに女性相談員
が応じることがで
きた。

Ａ 継続 相談実施日 240日 240日

女性の抱える悩
みに女性相談員
が応じることがで
きた。

Ａ 継続 相談実施日 243日 243日

女性の抱える悩
みに女性相談員
が応じることがで
きた。

Ａ 継続 相談実施日 242日 242日

女性の抱える悩
みに女性相談員
が応じることがで
きた。

Ａ 継続 相談実施日 243日 243日

女性の抱える悩
みに女性相談員
が応じることがで
きた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

35 男女共同参画課 カウンセリングルーム
女性が抱えるさまざまな悩み
に応じたカウンセリング業務

市内在住・在勤
女性

心の悩み・セクハラ等女
性カウンセラーによるカ
ウンセリング

主催 相談実施日 24日 24日

女性の心の悩み
にフェミニストカウ
ンセラーが対応す
ることができた。

Ａ 継続 相談実施日 24日 24日

女性の心の悩み
にフェミニストカウ
ンセラーが対応す
ることができた。

Ａ 継続 相談実施日 20日 20日

女性の心の悩み
にフェミニストカウ
ンセラーが対応す
ることができた。
※新型コロナの影
響により、４月、５
月のカウンセリン
グは中止。

Ａ 継続 相談実施日 12日 12日

女性の心の悩み
にフェミニストカウ
ンセラーが対応す
ることができた。
※令和３年度は、
月１回の実施。

Ａ 継続 相談実施日 24日 24日

女性の心の悩み
にフェミニストカウ
ンセラーが対応す
ることができた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

36 こども家庭課 家庭児童相談の実施
家庭における児童に関する
様々な問題を解決するため

市民
子育てに関する様々な
相談に応じる

主催
相談延べ件
数

― 10447
子育てに関する
様々な相談に応じ
た。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 7,921
子育てに関する
様々な相談に応じ
た。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 12,846
子育てに関する
様々な相談に応じ
た。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 10,752
子育てに関する
様々な相談に応じ
た。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 10,878件
子育てに関する
様々な相談に応じ
た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

37 こども家庭課 土日子育て電話相談室
平日相談できない市民の子
どもに関する相談に対応する
ため

市民
土日９時から１６時半ま
で、電話で子どもに関す
る相談に応じる

主催
相談延べ件
数

― 108

土、日に窓口を開
設し、電話で子ど
もに関する相談に
応じた。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 108

土、日に窓口を開
設し、電話で子ど
もに関する相談に
応じた。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 103

土、日に窓口を開
設し、電話で子ど
もに関する相談に
応じた。

Ｂ 終了 ― ― ― ― Ｅ ― ― ― ― ― Ｅ ― Ａ Ａ Ｂ Ｅ Ｅ

38 保健総務課 医療安全支援センター
医療の当事者への助言・情
報提供等を通じ、医療に対す
る信頼を確保すること

市内の医療に関
する相談事等が
ある患者・市民

医療に関する苦情に対
応し、又は相談に応ずる
とともに、当該患者等又
は当該医療提供施設に
対し、必要に応じ、助言
等を行う

主催
相談延べ件
数

- 243

医療相談に対応
し、助言・情報提
供することにより、
市民の医療機関
に対する信頼を
確保した。

Ａ 継続
相談延べ件
数

- 240

医療相談に対応
し、助言・情報提
供することにより、
市民の医療機関
に対する信頼を
確保した。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 145

医療相談に対応
し、助言・情報提
供することにより、
市民の医療機関
に対する信頼を
確保した。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 150

医療相談に対応
し、助言・情報提
供することにより、
市民の医療機関
に対する信頼を
確保した。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 176件

医療相談に対応
し、助言・情報提
供することにより、
市民の医療機関
に対する信頼を
確保した。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

39 保健予防課
精神保健福祉相談訪問
事業

家庭訪問により、精神保健福
祉に関する問題を解決する
ための方向性をアドバイスす
る

市民

精神保健福祉士、保健
師が必要に応じ家庭訪
問し、問題解決に向けた
支援を行う

主催
実人数
延人数

157人
1,416人

193人
1,170人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実人数
延人数

193人
1,170人

184人
1132人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実人数
延人数

184人
1,132人

212人
1,019人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実人数
延人数

212人
1,019人

305人
782人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続
実人数
延人数

305人
782人

180人
675人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｃ 継続 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ

重
①②

40 保健予防課 精神保健福祉相談

心の健康に関することや、精
神保健福祉に関する相談を
受け、問題解決に向けたアド
バイスを行う

市民

精神保健福祉士、保健
師が随時、電話及び対
面により相談を受け、問
題解決に向けた支援を
行う

主催 延件数 4581件 7,422件
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続 延件数 7,422件 7,392人
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続 延件数 7,392件 7,882人
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続 延件数 7,882人 5,631人
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続 延件数 5,631人 4,082人
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｃ 継続 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

41 保健予防課
エイズ即日検査・相談
事業

知識の普及啓発を図り、感染
の予防と早期発見に努める

ＨＩＶ感染の心配
のある方

即日検査で結果を説明
し、相談支援を行う。

主催 実施回数 14回 14回

結果説明、相談に
より、感染予防、
適切な自己管理
ができるよう支援
ができた。

Ａ 継続 実施回数 ９回 ９回

結果説明、相談に
より、感染予防、
適切な自己管理
ができるよう支援
ができた。

Ａ 継続 実施回数 10回 10回

結果説明、相談に
より、感染予防、
適切な自己管理
ができるよう支援
ができた。

Ａ 継続 実施回数 10回 6回

新型コロナウイル
スの影響で回数
は減らしたが、結
果説明、相談によ
り感染予防、適切
な自己管理がで
きるよう支援でき
た。

Ｃ 継続 実施回数 10回 4回

新型コロナウイル
スの影響で回数
は減らしたが、結
果説明、相談によ
り感染予防、適切
な自己管理がで
きるよう支援でき
た。

Ｃ 継続 Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ

重② 42 雇用支援課 労働相談
勤労者や雇用主の間で生じ
ているさまざまな問題の解
決を手助けする

勤労者及び事業
主等

社会保険労務士による
個別相談を月２回実施

主催 開催回数 48 48
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ａ 継続 開催回数 48 48
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ａ 継続 開催回数 48 20
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｃ 継続 開催回数 48 48
問題解決に向け
た支援が出来た。

Ａ 継続 開催回数 48回 48回
問題解決に向け
た支援が出来た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｃ Ａ Ａ
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2019～2023 事業概要 平成30(2018)年度実績 令和元(2019)年度実績 令和２(2020)年度実績 令和３(2021)年度実績 令和４(2022)年度実績 達成度の評価

事
業
№

担当部署 事業名 目的 対象 内容 主催・共催 評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成度
評価

次年度
継続 評価指標 目標値

実績
回数・人数

等
成果

達成
度評
価

次年
度継
続

評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成
度評
価

次年
度継
続

評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成
度評
価

次年
度継
続

評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成
度評
価

次年度
継続

H30
2018
年度

R1
2019
年度

R２
2020
年度

R３
2021
年度

R４
2022
年度

川越市自殺
対策計画の

事業

重② 43 雇用支援課 労働法セミナー
勤労者生活の向上に資する
法令や諸制度、労働問題に
関する知識を深める

勤労者及び事業
主等

労働法の基礎知識をわ
かりやすく解説

埼玉県（川越
比企地域振
興センター）

開催回数 5 5

勤労者生活の向
上に資する法令
や諸制度、労働
問題に関する知
識を深めることが
できた

Ａ 継続 開催回数 5 4

勤労者生活の向
上に資する法令
や諸制度、労働
問題に関する知
識を深めることが
できた。

Ｂ 継続 開催回数 5 3

勤労者生活の向
上に資する法令
や諸制度、労働
問題に関する知
識を深めることが
できた。

Ｃ 継続 開催回数 5 5

勤労者生活の向
上に資する法令
や諸制度、労働
問題に関する知
識を深めることが
できた。

Ａ 継続 開催回数 5回 3回

勤労者生活の向
上に資する法令
や諸制度、労働
問題に関する知
識を深めることが
できた。

Ａ 継続 Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ａ

44 地域教育支援課
人権啓発フィルム研修
会

同和問題を初めとする様々な
人権問題について正しく理解
するとともに、人権を尊重す
る教育の重要性について認
識を深める。

市内小中学校ＰＴ
Ａ　川越市子ども
会育成会の役員
等

人権啓発映画の視聴と
その映画に関するテー
マについての研修会

主催 利用回数 1 1

いじめ問題に関し
て、学校と家庭、
地域が連携して、
いじめ予防や、子
どもの人権を考え
ることで人権意識
の高揚がはかれ
た。

Ａ 継続 利用回数 1 1

親からの虐待され
る子どもの様子を
通して、改めて子
どもの人権を考え
るよい機会となっ
た。

Ａ 継続 利用回数 1 ―

準備はできたが、
新型コロナウイル
ス感染拡大防止
により中止とした

Ｃ 継続 開催回数 1 ―

準備はできたが、
新型コロナウイル
ス感染拡大防止
により中止とした

Ｃ 継続 開催回数 1回 1回

ＤＶＤの視聴を通
して、インターネッ
トによる人権侵害
について考えるこ
とができた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ａ

45 広報室 市民のしおり発行
市の主な業務・生活情報を紹
介し、日々の生活に役立てて
もらう

市民
市の主な業務・生活情
報を紹介

（株）サイネッ
クス

掲載回数 1 1

転入者などに、随
時配布することで
相談業務を含む
市の行政情報を
伝えることができ
た。

Ａ 継続 掲載回数 1 1

転入者などに、随
時配布することで
相談業務を含む
市の行政情報を
伝えることができ
た。

Ａ 継続 掲載回数 1 1

転入者などに、随
時配布することで
相談業務を含む
市の行政情報を
伝えることができ
た。

Ａ 継続 掲載回数 1 1

転入者などに、随
時配布することで
相談業務を含む
市の行政情報を
伝えることができ
た。

Ａ 継続 掲載回数 1回 1回

転入者などに、随
時配布することで
相談業務を含む
市の行政情報を
伝えることができ
た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

46 広報室 広報川越発行
行政情報を、わかりやすい内
容で市民にお知らせする。

市民
市の相談事業に関する
情報の掲載

主催 掲載回数 12 12

市民相談案内とし
て、さまざまな相
談内容の問い合
わせ先を案内し
た。

Ａ 継続 掲載回数 12 12
各種相談窓口を
周知することがで
きた。

Ａ 継続 掲載回数 12 12
各種相談窓口を
周知することがで
きた。

Ａ 継続 掲載回数 12 12
各種相談窓口を
周知することがで
きた。

Ａ 継続 掲載回数 12回 12回
各種相談窓口を
周知することがで
きた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

47 こども家庭課
ひとり親家庭ガイドの発
行

ひとり親支援施策を広く市民
に周知広報するため

ひとり親家庭等
ひとり親支援の内容を
掲載し、配布する

主催 ― ― 1

ひとり親家庭の親
等に支援内容な
ど必要な情報を
伝えることに努め
た。

― 継続 ― ― 1

ひとり親家庭の親
等に支援内容な
ど必要な情報を
伝えることに努め
た。

― 継続 ― ― 1

ひとり親家庭の親
等に支援内容な
ど必要な情報を
伝えることに努め
た。

― 継続 ― ― 1

ひとり親家庭の親
等に支援内容な
ど必要な情報を
伝えることに努め
た。

― 継続 - - 1回

ひとり親家庭の親
等に支援内容な
ど必要な情報を
伝えることに努め
た。

― 継続 ― ― ― ― ―

48 保健医療推進課
すこやかマップ（川越市
医療マップ）の配布

身近な「かかりつけ医」の定
着・促進を図る

市内転入者
市内医療機関等を地図
上に表示したものを作
成、配布

主催 発行回数 1 1

重症化する前に
適切に対処するこ
とができるよう、身
近に相談できる
「かかりつけ医」を
持つことの重要性
を周知できた。

Ａ 継続 発行回数 1 1

重症化する前に
適切に対処するこ
とができるよう、身
近に相談できる
「かかりつけ医」を
持つことの重要性
を周知できた。

Ａ 継続 発行回数 1 1

重症化する前に
適切に対処するこ
とができるよう、身
近に相談できる
「かかりつけ医」を
持つことの重要性
を周知できた。

Ａ 継続 発行回数 1 1

重症化する前に
適切に対処するこ
とができるよう、身
近に相談できる
「かかりつけ医」を
持つことの重要性
を周知できた。

Ａ 継続 発行回数 1回 1回

重症化する前に
適切に対処するこ
とができるよう、身
近に相談できる
「かかりつけ医」を
持つことの重要性
を周知できた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

49 地域教育支援課
人権教育啓発ビデオの
購入と貸し出し

人権問題について正しく理解
をすると共に、人権意識の高
揚と啓発を図る

市民
(希望する団体）

様々な人権問題に関す
る人権啓発ＤＶＤを購入
している。地域教育支援
課が所有している人権
啓発ビデオ・ＤＶＤ約90
本を中央公民館視聴覚
ライブラリィで貸し出して
いる。

中央図書館
視聴覚ライブ

ラリー
利用回数 150 197

多くの研修会や講
座で視聴され、人
権に関する正しい
理解と人権感覚
の向上がはから
れた。

Ａ 継続 利用回数 150 650

多くの研修会や講
座で視聴されるこ
とによって、昨今
の人権に関する
正しい情報、そし
て、理解と人権感
覚が図られた。

Ａ 継続 利用人数 150 512

新型コロナウイル
ス感染拡大防止
により、研修会や
講座が中止とな
り、利用人数が
減った現状はある
が、今日における
人権課題に関す
る内容について発
信することができ
た。

Ａ 継続 利用人数 150 1,614

コロナ禍の中でも
工夫しながら研修
会や講座を開催
し、視聴されること
によって、昨今の
人権に関する正し
い情報や理解と
人権感覚が図ら
れた。

Ａ 継続 利用人数 150人 807人

新型コロナウイル
スの感染状況が
危惧される中では
あったが、多くの
人に視聴され、人
権教育の啓発を
推進することがで
きた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

具体的取組（２）：多重債務の相談窓口の整備

重② 50 広聴課 多重債務相談
市民の債務問題について、
法律家への橋渡しをする。

債務を抱える市
民

債務相談窓口を設け、
庁内連携を推進して債
務者が相談しやすい体
制をつくる

主催 実施回数 5 4
相談者が法律家
に委任しやすい
体制を整える。

Ｂ 継続 実施回数 5 9
相談者が法律家
に相談しやすい
体制を整えた。

Ａ 継続 実施回数 5 19
相談者が法律家
に相談しやすい
体制を整えた。

Ａ 継続 実施回数 5 19
相談者が法律家
に相談しやすい
体制を整えた。

Ａ 継続 実施回数 5回 19回
相談者が法律家
に相談しやすい
体制を整えた。

Ａ 継続 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

具体的取組（３）：失業者等に対する相談窓口の充実

重② 51 雇用支援課 しごと相談
就職活動をする上での悩み
や疑問に対し、相談を通して
就職活動を支援する

求職者
しごと相談員による個別
相談を実施

主催 相談件数 550 495
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｂ 継続 相談件数 550 447
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｂ 継続 相談件数 550 299
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｃ 継続 相談日数 240 242
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｂ 継続 相談日数 240日 243日
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｂ 継続 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ

重② 52 雇用支援課 就職支援セミナー
就職活動に必要な知識を身
につける。

求職者

就職活動の流れ、応募
書類作成・面接対策に
ついてや、年齢などに応
じた、再就職等に資する
セミナーを開催する。

主催
のべ参加者
数

560 575
就職活動に必要
な知識を身につけ
ることが出来た。

Ａ 継続
のべ参加者
数

560 612
就職活動に必要
な知識を身につけ
ることが出来た。

Ａ 継続
のべ参加者
数

560 486
就職活動に必要
な知識を身につけ
ることが出来た。

Ｂ 継続 開催回数 36 38
就職活動に必要
な知識を身につけ
ることが出来た。

Ａ 継続 開催回数 36回 43回
就職活動に必要
な知識を身につけ
ることが出来た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

重② 53 雇用支援課 就活支援レクチャー等
就職活動に必要な知識を身
につける。

求職者

最近の求職市場を知り、
自分を棚卸することで、
就職活動を前へ進め
る。

主催 参加者数 180 148
就職活動に必要
な知識を身につけ
ることが出来た。

Ａ 継続 参加者数 180 120
就職活動に必要
な知識を身につけ
ることが出来た。

Ａ 継続 参加者数 180 ―
新型コロナの影響
により事業中止

Ｄ 継続 開催回数 3 2

就職活動に必要
な知識を身につけ
ることが出来た。
新型コロナの影響
により1回中止。

Ｂ 継続 開催回数 2回 2回
就職活動に必要
な知識を身につけ
ることが出来た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｄ Ｂ Ａ

重② 54 雇用支援課 パソコン関連セミナー
就職活動中や社会人に対し
て求められる、社会人基礎力
を身に付ける

求職者
（学生等を含む）

パソコンスキルなどを身
に付ける短期集中講義

主催
のべ参加者
数

300 127
パソコンスキルを
身に付けることが
出来た。

Ｃ 継続
のべ参加者
数

300 165
パソコンスキルを
身に付けることが
出来た。

Ｃ 継続
のべ参加者
数

300 ―
新型コロナの影響
により事業中止

Ｄ 継続 開催回数 4 -
新型コロナの影響
により事業中止

Ｄ 継続 開催回数 - - 事業終了 ― 終了 Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ ―

重② 55 雇用支援課 介護のしごと入門講座
介護の仕事についての内容
を知るとともに、介護に対す
る理解を深めてもらう

介護の仕事に興
味のある方

介護保険施設職員によ
る講義及び施設見学等

主催 参加者数 40 14

介護のしごとにつ
いての知識を深
めることが出来
た。

Ｃ 継続 参加者数 40 9

介護のしごとにつ
いての知識を深
めることが出来
た。

Ｃ 継続 参加者数 40 13

介護のしごとにつ
いての知識を深
めることが出来
た。

Ｃ 継続 開催回数 2 2

介護のしごとにつ
いての知識を深
めることが出来
た。

Ａ 継続 開催回数 2回 2回

介護のしごとにつ
いての知識を深
めることが出来
た。

Ａ 継続 Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ａ

具体的取組（４）：法的問題解決のための情報提供の充実

56 広聴課 法律相談
市民の、家庭・社会生活上
の問題で、法的解釈が必要
な相談を受ける。

市民 来庁者の相談に応じる 主催 実施回数 189 189

法律的解釈及び
判断を要する問
題を抱えた市民
に対する支援を
図ることができ
る。

Ａ 継続 実施回数 185 185

法律的解釈及び
判断を要する問
題を抱えた市民
に対する支援を
図ることができ
た。

Ａ 継続 実施回数 141

136
（新型コロナ
の影響により
事業縮小）

法律的解釈及び
判断を要する問
題を抱えた市民
に対する支援を
図ることができ
た。

Ｂ 継続 実施回数 165 165

法律的解釈及び
判断を要する問
題を抱えた市民
に対する支援を
図ることができ
た。

Ａ 継続 実施回数 164日 164日

法律的解釈及び
判断を要する問
題を抱えた市民
に対する支援を
図ることができ
た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

具体的取組（５）：ひきこもりへの支援の充実

57 保健予防課 ひきこもりに関する相談

ひきこもりの問題を抱える本
人・家族の相談を受け、問題
解決に向けたアドバイスを行
う

市民

相談日（要予約）を設
け、ひきこもりで困って
いる本人・家族に対し、
問題解決に向けた支援
を行う

主催
実施回数
延人数

6回
16回

11回
40人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

11回
40人

10回
25人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

10回
25人

10回
25人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

10回
25人

11回
21人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延人数

12回
25人

10回
22人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

58 保健予防課
青年期ひきこもり親の
会

ひきこもりの子供を持つ親た
ちが、ひきこもりについて理
解し、家族の対応を学び、家
族同士の意見を交換する中
で自助機能を高め問題解決
に向けての第１歩とする

ひきこもりの相談
があった家族

話し合い、講義、個別面
接、情報提供

主催
実施回数
延参加家族
延参加人数

5回
50家族
65人

6回
64家族
72人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延参加家族
延参加人数

6回
64家族
72人

5回
46家族
50人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延参加家族
延参加人数

5回
46家族
50人

0回
0家族
0人

新型コロナウイル
スの影響で未実
施

Ｄ 継続
実施回数
延参加家族
延参加人数

5回
46家族
50人

1回
7家族
7人

新型コロナウイル
スの影響で、縮小
して実施

Ｃ 継続
実施回数
延参加家族
延参加人数

6回
42家族
50人

6回
18家族
19人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｃ 継続 Ａ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ

59 保健予防課 ひきこもり公開講座
ひきこもりに関する知識の普
及啓発

市民 講演会 主催
実施回数
延参加人数

1回
42人

1回
36人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続
実施回数
延参加人数

1回
36人

―
コロナ禍のため実
施できず

Ｄ 継続
実施回数
延参加人数

1回
36人

―
新型コロナウイル
スの拡大の影響
で未実施

Ｄ 継続
実施回数
延参加人数

1回
36人

―
新型コロナウイル
スの拡大の影響
で未実施

Ｄ 継続
実施回数
延参加人数

1回
30人

1回
30人

問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ａ

具体的取組（６）：児童・高齢・障害者の虐待や性犯罪・性暴力の被害者への支援の充実

60 男女共同参画課
DV防止ネットワーク会
議の設置

DV関係機関との連携を図る
市役所内外関係
機関

DV防止・被害者保護に
関する協議・支援のため
の連携を図る

主催
会議開催回
数

1回 1回

庁内外の関係機
関と情報交換し、
連携を深めること
ができた。

Ａ 継続
会議開催回
数

1回 1回

庁内外の関係機
関と情報交換し、
連携を深めること
ができた。

Ａ 継続
会議開催回
数

1回 0回

新型コロナの影響
により、会議は中
止し、資料の送付
のみとした。

Ｄ 継続
会議開催回
数

1回 0回

新型コロナの影響
により、会議は中
止し、資料の送付
のみとした。

Ｄ 継続
会議開催回
数

1回 1回

関係機関とDV被
害者施策の状
況、DV相談の現
状等について、共
有することができ
た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｄ Ｄ Ａ

61 男女共同参画課
DV防止庁内連携会議
の設置

DV防止と被害者の自立支援
のための庁内連携を図る

市役所内関係各
課

DV被害者支援に係わる
各課の協力体制・連携
について協議

主催
会議開催回
数

1回 1回

庁内関係課とDV
被害者支援に関
して情報共有する
ことができた。

Ａ 継続
会議開催回
数

1回 1回

庁内関係課とDV
被害者支援に関
して情報共有する
ことができた。

Ａ 継続
会議開催回
数

1回 1回

庁内関係課とDV
被害者支援に関
して情報共有する
ことができた。
※書面会議

Ａ 継続
会議開催回
数

1回 1回

庁内関係課とDV
被害者支援に関
して情報共有する
ことができた。
※書面会議

Ａ 継続
会議開催回
数

1回 1回

庁内関係課とDV
被害者支援に関
して情報共有する
ことができた。
※書面会議

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

62 男女共同参画課
市ホームページ掲載
・リーフレット配布

ＤＶ防止のための啓発 一般市民
ＤＶ等相談機関の情報
提供、啓発

主催 随時 随時 随時

情報紙などを通じ
て、ＤＶ防止のた
めの啓発活動を
実施することがで
きた。

Ａ 継続 随時 随時 随時

情報紙に加え、
ホームページ上で
ＤＶ防止のための
意識啓発を実施
した。

Ａ 継続 随時 随時 随時

情報紙に加え、
ホームページ上で
ＤＶ防止のための
意識啓発を実施
した。
※情報紙は、号
外２回を追加して
発行した。

Ａ 継続 随時 随時 随時

情報紙に加え、
ホームページ上で
ＤＶ防止のための
意識啓発を実施
した。
また、若年層向け
に啓発リーフレッ
トを作成・配布し
た。

Ａ 継続 随時 随時 随時

情報紙に加え、
ホームページ上で
ＤＶ防止のための
意識啓発を実施
した。

Ａ 随時 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

63 障害者福祉課 相談支援事業
虐待防止やその早期発見、
権利擁護

障害者(本人・家
族等)・障害者関
係機関等

障害者等からの相談に
応じ、情報提供・助
言・サービス利用支援
等の必要な支援を行う

主催
延べ相談件
数

― 7,221

障害者等の自立
に向けての必要
な支援の提供に
より障害者等の自
立した生活の助
長を図っていく。

Ａ 継続
延べ相談件
数

― 7,607

障害者等の自立
に向けての必要
な支援の提供に
より障害者等の自
立した生活の助
長を図っていく。

Ａ 継続
延べ相談件
数

― 8,048

障害者等の自立
に向けての必要
な支援の提供に
より障害者等の自
立した生活の助
長を図った。

Ａ 継続
延べ相談件
数

― 11,780

障害者等の自立
に向けての必要
な支援の提供に
より障害者等の自
立した生活の助
長を図った。

Ａ 継続
延べ相談件
数

― 7576件

障害者等の自立
に向けての必要
な支援の提供に
より障害者等の自
立した生活の助
長を図った。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

64 障害者福祉課
障害者虐待防止セン
ター

虐待防止やその早期発見、
権利擁護

障害者(本人・家
族等)・障害者関
係機関等

障害者虐待に関する通
報、届出、相談等の窓
口として助言や指導を
行い、障害者の権利擁
護、虐待の早期発見、
防止に取り組む。

主催
延べ相談・通
報・対応件数

― 79

虐待に係る諸問
題について、早期
発見、介入による
支援が図ってい
く。

Ａ 継続
延べ相談・通
報・対応件数

― 80

虐待に係る諸問
題について、早期
発見、介入による
支援が図ってい
く。

Ａ 継続
延べ相談・通
報・対応件数

― 52

虐待に係る諸問
題について、早期
発見、介入による
支援を図ってい
く。

Ａ 継続
延べ相談・通
報・対応件数

― 73

虐待に係る諸問
題について、早期
発見、介入による
支援を図ってい
く。

Ａ 継続
延べ相談・通
報・対応件数

― 34件

虐待に係る諸問
題について、早期
発見、介入による
支援を図ってい
く。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

重① 65 地域包括ケア推進課地域包括支援センター
高齢者、家族、関
係機関等

高齢者に関する相談に
応じ、保健・医療・福祉・
介護などのさまざまな面
から総合的に支援を行
い、高齢者の権利擁護、
虐待の早期発見、防止
に取り組む。

主催
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続 ― ― ―
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続 ― ― ―
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ｂ 継続 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

3



(令和４年度事業実績）

2019～2023 事業概要 平成30(2018)年度実績 令和元(2019)年度実績 令和２(2020)年度実績 令和３(2021)年度実績 令和４(2022)年度実績 達成度の評価

事
業
№

担当部署 事業名 目的 対象 内容 主催・共催 評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成度
評価

次年度
継続 評価指標 目標値

実績
回数・人数

等
成果

達成
度評
価

次年
度継
続

評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成
度評
価

次年
度継
続

評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成
度評
価

次年
度継
続

評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成
度評
価

次年度
継続

H30
2018
年度

R1
2019
年度

R２
2020
年度

R３
2021
年度

R４
2022
年度

川越市自殺
対策計画の

事業

重① 66 地域包括ケア推進課
要援護高齢者等支援
ネットワーク会議

高齢者虐待の防止、被虐待
者の保護及び養護者に対す
る適切な支援を行うとともに、
認知症その他の理由により
判断能力が低下しているな
ど、援護を要する状態にある
高齢者の権利擁護を図る

関係機関等

高齢者虐待の防止、高
齢者の権利擁護を図る
ため、関係機関等の連
絡調整・連携強化を行
う。

主催 4

関係機関等との
連絡調整及び連
携強化により、高
齢者虐待等の課
題や支援方法の
共有を行った。

Ｂ 継続 4

関係機関等との
連絡調整及び連
携強化により、高
齢者虐待等の課
題や支援方法の
共有を行った。

Ｂ 継続

2
新型コロナの
影響により事

業縮小

関係機関等との
連絡調整及び連
携強化により、高
齢者虐待等の課
題や支援方法の
共有を行った。

Ｂ 継続 ― ―

2
新型コロナの
影響により事

業縮小

関係機関等との
連絡調整及び連
携強化により、高
齢者虐待等の課
題や支援方法の
共有を行った。

Ｂ 継続 ― ― 4回

関係機関等との
連絡調整及び連
携強化により、高
齢者虐待等の課
題や支援方法の
共有を行った。高
齢者虐待マニュア
ルの改訂を進め
た

Ａ 継続 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

67 こども家庭課
児童虐待防止ＳＯＳセ
ンターの実施

児童虐待の早期発見、子育
て相談に対応するため

市民
平日８時３０分から１８時
１５分まで、フリーダイヤ
ルで相談に応じる

主催
通告・相談件
数

― 429
児童虐待や子育
ての相談に応じ
た。

Ａ 継続
通告・相談件
数

― 505
児童虐待や子育
ての相談に応じ
た。

Ａ 継続
通告・相談件
数

― 564
児童虐待や子育
ての相談に応じ
た。

Ａ 継続
通告・相談件
数

― 580
児童虐待や子育
ての相談に応じ
た。

Ａ 継続
通告・相談件
数

- 491件
児童虐待や子育
ての相談に応じ
た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

具体的取組（７）：生活困窮者への支援の充実

重② 68 生活福祉課 生活保護相談業務

生活に困窮する者に対し、そ
の困窮の程度に応じ、必要な
保護を行い、その最低生活を
保障するとともにその自立を
助長する

生活困窮者

相談に来た者への、生
活保護制度の説明、生
活保護申請の受付及び
活用可能なその他社会
資源の紹介

主催 ― ― ―
相談対応及び生
活保護開始

― 継続 ― ― ―
相談対応及び生
活保護開始

― 継続 ― ― ―
相談対応及び生
活保護開始

― 継続 ― ― ―

相談対応を行い、
要保護者には生
活保護の開始を
行う等、適切な支
援を実施した。

― 継続 ― ― ―

相談対応を行い、
要保護者には生
活保護の開始を
行う等、適切な支
援を実施した。

― 継続 ― ― ― ― ―

重② 69 生活福祉課
生活困窮者自立相談支
援業務

生活困窮者の状態に応じた
包括的かつ継続的な相談支
援等を実施する。

現に経済的に困
窮し、最低限度の
生活を維持するこ
とができなくなる
恐れのある者

相談者の状況を把握
し、包括的に相談を進
め、他の機関へつなげ
ることや、必要に応じて
同行訪問等を行う。ま
た、自立支援計画を作
成し、自立に向けた支援
行う。

主催 ― ― ―

生活困窮者の複
合的な問題への
支援計画を作成
し、自立へ向けた
支援を実施した。

― 継続 ― ― ―

生活困窮者の複
合的な問題への
支援計画を作成
し、自立へ向けた
支援を実施した。

― 継続 ― ― ―

生活困窮者の複
合的な問題への
支援計画を作成
し、自立へ向けた
支援を実施した。

― 継続 ― ― ―

生活困窮者の複
合的な問題への
支援計画を作成
し、自立へ向けた
支援を実施した。

― 継続 ― ― ―

生活困窮者の複
合的な問題への
支援計画を作成
し、自立へ向けた
支援を実施した。

― 継続 ― ― ― ― ―

具体的取組（８）：ひとり親家庭に対する相談窓口の充実等

70 こども家庭課
ひとり親家庭相談の実
施

ひとり親家庭の自立を支援す
るため

ひとり親家庭等
ひとり親家庭の日常生
活上の悩みや経済問題
について相談に応じる

主催
相談延べ件
数

― 7,715

ひとり親家庭の自
立を支援するた
め、幅広い相談に
応じた。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 4,483

ひとり親家庭の自
立を支援するた
め、幅広い相談に
応じた。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 5,477

ひとり親家庭の自
立を支援するた
め、幅広い相談に
応じた。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 5,372

ひとり親家庭の自
立を支援するた
め、幅広い相談に
応じた。

Ａ 継続
相談延べ件
数

― 4778件

ひとり親家庭の自
立を支援するた
め、幅広い相談に
応じた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

具体的取組（９）：母子保健（妊産婦等への支援を含む）の充実

71
健康づくり支援
課

新生児訪問・こんにち
は赤ちゃん訪問

育児不安の解消や子育て情
報の提供等により乳児の健
全な育成を支援する。

生後４か月までの
児のいる家庭

訪問による個別相談、
EPDSを用いた産後うつ
病のスクリーニングを実
施

主催 訪問者数 2,545 2,445

保護者の相談に
応じることで、必
要な支援につな
がり不安の軽減
が図れた。

Ａ 継続 訪問者数 2401 2296

保護者の相談に
応じることで、必
要な支援につな
がり不安の軽減
が図れた。

Ａ 継続 訪問者数 2386 2266

保護者の相談に
応じることで、必
要な支援につな
がり不安の軽減
が図れた。

Ａ 継続 訪問者数 2207 2158

保護者の相談に
応じることで、必
要な支援につな
がり不安の軽減
が図れた。

Ａ 継続 訪問者数 2,164人 2,158人

保護者の相談に
応じることで、必
要な支援につな
がり不安の軽減
が図れた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

72
健康づくり支援
課

乳幼児相談
育児不安の解消と児が健康
に育つことを援助する。

生後２か月～就
学前の児

個別相談、身長・体重測
定 主催 訪問者数

30回
2,200人

30回
2,098人

保護者の相談に
応じることで、必
要な支援につな
がり不安の軽減
が図れた。

Ａ 継続 訪問者数
30回

2,200人
２７回

１２４９人

保護者の相談に
応じることで、必
要な支援につな
がり不安の軽減
が図れた。

Ａ 継続 参加者数
30回

2,200人
２４回

３１０人

保護者の相談に
応じることで、必
要な支援につな
がり不安の軽減
が図れた。

Ｂ 継続 参加者数
30回

2,200人
43回
364人

保護者の相談に
応じることで、必
要な支援につな
がり不安の軽減
が図れた。

Ｃ 継続 参加者数
30回

2,200人
49回
283人

保護者の相談に
応じることで、必
要な支援につな
がり不安の軽減
が図れた。

Ｃ 継続 Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ

73
健康づくり支援
課

乳幼児健診

乳幼児の疾病異常の早期発
見、発育、発達の確認及び育
児についての相談・助言を行
う。

４か月児
１歳６か月児
３歳児

乳幼児を対象に、身体
発育・精神発達の両面
から健診を行い、子ども
の健全育成を図るととも
に、保護者の育児不安
の解消を図る

主催 受診率
4健96％

1．6健97％
3健95％

4健95.7％
1.6健98.3％
3健96.1％

乳幼児の疾病・発
育・発達等の健康
状態を把握し、支
援の必要な保護
者へ保健指導を
行うとともに、育
児不安の解消を
図れた。

Ａ 継続 受診率
4健96％

1.6健97％
3健95％

4健95.9％
1.6健96.6％
3健93.7％

乳幼児の疾病・発
育・発達等の健康
状態を把握し、支
援の必要な保護
者へ保健指導を
行うとともに、育
児不安の解消を
図れた。

Ａ 継続 受診率

4健96％

1.6健97％

3健95％

4健90.8％

1.6健94.5％

3健93.9％

乳幼児の疾病・発
育・発達等の健康
状態を把握し、支
援の必要な保護
者へ保健指導を
行うとともに、育
児不安の解消を
図れた。

Ａ 継続 受診率
4健96％

1.6健97％
3健95％

4健96.4％
1.6健94.5％
3健94.2％

乳幼児の疾病・発
育・発達等の健康
状態を把握し、支
援の必要な保護
者へ保健指導を
行うとともに、育
児不安の解消を
図れた。

Ａ 継続 受診率
４健96％
1.6健97％
3健95％

４健93.6％
1.6健97.5％
3健94.8％

乳幼児の疾病・発
育・発達等の健康
状態を把握し、支
援の必要な保護
者へ保健指導を
行うとともに、育
児不安の解消を
図れた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

具体的取組（１０）：性的マイノリティへの理解の促進

74 男女共同参画課
性的マイノリティへの
正しい理解の普及

性的マイノリティへの正しい
理解を普及するための啓発

一般市民
講座や情報紙を通じて、
性的マイノリティへの理
解の促進を図る

主催 随時 随時 随時

市ホームページ
に新規記事を掲
載するなど、性的
マイノリティへの
理解促進に努め
た。

Ａ 継続 随時 随時 随時

市民向け講座を
開催したほか、令
和２年度実施の
川越パートナー
シップ宣誓制度を
周知することで、
性的マイノリティ
への理解を促進
した。

Ａ 継続 随時 随時 随時

５月からパート
ナーシップ制度を
実施するとともに
出前講座を開催
し、性的マイノリ
ティに対する理解
を促進することが
できた。

Ａ 継続 随時 随時 随時

出前講座を開催
し、性的マイノリ
ティへの理解を促
進した。
また、パートナー
シップ宣誓制度の
対象者拡充に向
けた検討を行っ
た。

Ａ 継続 随時 随時 随時

出前講座を開催
し、性的マイノリ
ティへの理解を促
進した。また、
パートナーシップ
宣誓制度の対象
者拡充に向けた
検討を行った。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

75 男女共同参画課
川越市パートナーシッ
プ宣誓制度

性的マイノリティへの理解の
促進と、同性カップルの生き
づらさの軽減を図る。

市民

同性カップルのパート
ナーシップの宣誓に対
し、宣誓書受領書等を
交付する。

主催 ― ― 14組

ちらしやホーム
ページ等で広く制
度を周知し、性的
マイノリティへの
理解の促進を図
ることができた。

Ａ 継続 ― ― 4組

ちらしやホーム
ページ等で広く制
度を周知し、性的
マイノリティへの
理解の促進を図
ることができた。

Ａ 継続 ― ― 10組

ちらしやホーム
ページ等で広く制
度を周知し、性的
マイノリティへの
理解の促進を図
ることができた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ

具体的取組（１１）：地域における見守り体制の充実

重① 76 福祉推進課
見守りのネットワーク構
築

市民の異変の早期発見 市内の事業者

地域住民による見守り
に加え、業務上訪問等
を行う事業者の協力を
得て見守りのネットワー
クを構築し、住民の異変
を早期に察知できる体
制を整備する

主催
協力事業者
の登録数

200 196

住民の異変を早
期に発見し、市に
通報する体制の
構築する。

Ｂ 継続
協力事業者
の登録数

200 197

「ときも見守りネッ
トワーク通信」を
発行する等、住民
の異変を早期に
発見し、市に通報
する体制を更に
構築した。

Ｂ 継続
協力事業者
の登録数

200 206

住民の異変を早
期に発見し、市に
通報する体制を
更に構築した。

Ａ 継続
協力事業者
の登録数

200 209

「ときも見守りネッ
トワーク通信」を
発行する等、住民
の異変を早期に
発見し、市に通報
する体制を更に
構築した。

Ａ 継続
協力事業者
の登録数

200件 203件

「ときも見守りネッ
トワーク通信」を
発行する等、住民
の異変を早期に
発見し、市に通報
する体制を更に
構築した。

Ａ 継続 Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

重① 77
高齢者いきがい
課

在宅高齢者配食サービ
ス

高齢者の食生活の改善、栄
養の改善及び健康増進を図
るとともに、配達時に安否確
認をすることで高齢者が安心
して生活することを支援する

市内に住所を有
する６５歳以上の
方

自ら食事を調理及び買
うことが困難な一人暮ら
しの高齢者に、栄養価
に配慮した食事を配食
し、安否の確認を行う

主催 ― ―
延4,666人、
延60,089回

自ら食事を用意
することが困難な
高齢者の食生活
の改善、栄養の
改善及び健康増
進、安否確認を行
う

― 継続 ― ―
4373人

56,767回

自ら食事を用意
することが困難な
高齢者の食生活
の改善、栄養の
改善及び健康増
進、安否確認を行
うことができた。

― 継続 ― ―
4,445人
60,112回

自ら食事を用意
することが困難な
高齢者の食生活
の改善、栄養の
改善及び健康増
進、安否確認を行
うことができた。

― 継続 ― ―
4,699人
63,694食

自ら食事を用意
することが困難な
高齢者の食生活
の改善、栄養の
改善及び健康増
進、安否確認を行
うことができた。

― 継続 ― ―
4,653人
61,925食

自ら食事を用意
することが困難な
高齢者の食生活
の改善、栄養の
改善及び健康増
進、安否確認を行
うことができた。

― 継続 ― ― ― ― ―

重① 78
高齢者いきがい
課

緊急通報システム

慢性疾患に罹患し、かつ体調
が不安定なものに対し、救命
体制を整えることにより、不
安感を和らげる。

おおむね65歳以
上のひとり暮らし
で、慢性疾患によ
り常に注意を要す
る者

慢性疾患により常に注
意を要する一人暮らし
高齢者が、急病、事故
等の際、電話回線により
地区消防組合消防本部
に救急通報するシステ

主催
設置件数
（年度末時
点）

― 435件

緊急通報装置を
貸与することによ
り、救命体制を整
備し、不安感の軽
減を図れた。

― 継続
設置件数
（年度末時
点）

― 431件

緊急通報装置を
貸与することによ
り、救命体制を整
備し、不安感の軽
減を図れた。

― 継続
設置件数
（年度末時
点）

― 425件

緊急通報装置を
貸与することによ
り、救命体制を整
備し、不安感の軽
減を図れた。

― 継続
設置件数
（年度末時
点）

― 430件

緊急通報装置を
貸与することによ
り、救命体制を整
備し、不安感の軽
減を図った。

― 継続
設置件数
（年度末時
点）

― 446件

緊急通報装置を
貸与することによ
り、救命体制を整
備し、不安感の軽
減を図った。

― 継続 ― ― ― ― ―

重① 79
高齢者いきがい
課

救急情報キット配布

ひとり暮らしの高齢者世帯等
に対し、救急時に必要な情報
を保管する救急情報キットを
配布することにより、高齢者
等が安心して生活できる環境
の整備を図る。

６５歳以上の世帯
（本人の傷病また
は心身の障害に
より、自らキットを
用意することが困
難な方）

ひとり暮らしの高齢者世
帯に対し、民生委員を通
じ緊急時に必要な情報
を保管する救急情報
キットを配布

主催 ― ― 755件

民生委員が救急
情報キットを配
布・設置補助を行
うことで、日常的
な見守り活動を促
進する

― 継続 ― ― 486件

民生委員が救急
情報キットを配
布・設置補助を行
うことで、日常的
な見守り活動を促
進が図れた

― 継続 ― ― 675件

民生委員が救急
情報キットを配
布・設置補助を行
うことで、日常的
な見守り活動の
促進を図った

― 継続 ― ― 778件

民生委員が救急
情報キットを配
布・設置補助を行
うことで、日常的
な見守り活動の
促進が図れた

― 継続 ― ― 495件

民生委員が救急
情報キットを配
布・設置補助を行
うことで、日常的
な見守り活動の
促進が図れた

― 継続 ― ― ― ― ―

具体的取組（12）：居場所づくり

80 保健予防課
交流サロンやボランティ
アサークルなどの情報
提供

交流サロン、ボランティア
サークルへの協力

市民

心の病を持つ方とその
家族の方が集うサロン
やボランティアサーク
ル、家族会などの情報
提供を行う

主催 － ― ―

情報提供により
支え合う居場所
づくりに貢献で
きた。

― 継続 実施の有無 実施 実施

情報提供により
支え合う居場所
づくりに貢献で
きた。

Ｂ 継続 実施の有無 実施 実施

情報提供により
支え合う居場所
づくりに貢献で
きた。

Ｂ 継続 実施の有無 実施 実施

情報提供により
支え合う居場所
づくりに貢献で
きた。

Ｂ 継続 実施の有無 実施 実施

情報提供により
支え合う居場所
づくりに貢献で
きた。

Ｂ 継続 ― Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

具体的取組（13）：自殺未遂者への支援

81 保健予防課
（再掲）
精神保健福祉相談

自殺未遂者への支援 市民

精神保健福祉士、保健
師が随時、電話及び対
面により相談を受け、問
題解決に向けた支援を
行う

主催 － ― ―
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

― 継続 実施の有無 実施 実施
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続 実施の有無 実施 実施
問題解決に向け
ての支援ができ
た。

Ａ 継続 ― Ａ Ａ Ａ Ａ

具体的取組（14）：遺された人への支援

82
保健予防課
市民課

死亡に伴う手続きでの
案内

自死遺族への支援 市民
死亡に伴う手続きの案
内に心の相談窓口情報
を追加掲載

主催 実施の有無 実施 未実施 ― 継続 実施の有無 実施 未実施 ― Ｄ 終了 Ｅ 終了 ― ― ― ― Ｅ 終了 ― ― ― ― Ｅ 終了 Ｄ Ｅ Ｅ Ｅ

83 保健予防課
自死遺族の分かち合い
の会の案内

自死遺族への支援 市民
問い合せや相談事業で
把握した自死遺族への
案内

主催 － ― ― ― 継続 実施の有無 実施 実施
チラシなどで自死
遺族の情報提供
を実施した。

Ｂ 継続 実施の有無 実施 実施
チラシなどで自死
遺族の情報提供
を実施した。

Ｂ 継続 実施の有無 実施 実施
チラシなどで自死
遺族の情報提供
を実施した。

Ｂ 継続 実施の有無 実施 実施
チラシなどで自死
遺族の情報提供
を実施した。

Ｂ 継続 ― Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

基本施策Ⅴ：子ども・若者の自殺対策の推進
主な取組８： 児童・生徒及び若者の自殺予防対策を推進する

具体的取組（１）：いじめを苦にした子どもの自殺の予防

84 こども育成課
青少年問題・いじめ問
題対策連絡協議会

青少年やいじめに関する諸
問題の審議・検討・情報共有

学識経験者、関
係行政機関の職
員

協議会の開催 主催 開催回数 2 2

青少年やいじめ
に関する諸問題
につき関係者間
で情報共有が図
れた

Ａ 継続 開催回数 2 2

青少年やいじめ
に関する諸問題
につき関係者間
で情報共有が図
れた

Ａ 継続 開催回数 2 1

新型コロナウイル
スの影響により縮
小し１回とした。青
少年やいじめに
関する諸問題に
つき関係者間で
情報共有が図れ
た

Ｂ 継続 開催回数 2 1

新型コロナウイル
スの影響により縮
小し１回とした。青
少年やいじめに
関する諸問題に
つき関係者間で
情報共有が図れ
た

Ｂ 継続 開催回数 2回 2回

青少年やいじめ
に関する諸問題
につき関係者間
で情報共有が図
れた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

85
教育センター分
室（リベーラ）

いじめ相談直通電話
　児童生徒、保護者及び市民
からのいじめに関する相談に
応じる

　児童生徒、保護
者及び市民

　電話による相談 主催
相談延べ件
数

― 72

児童生徒の保護
者から、子ども
に対するいじめ
や人間関係上の
問題に関する相
談について、随
時対応してい
る。

― 継続
相談延べ件
数

― 48

児童生徒及び保
護者等が抱える
いじめや人間関
係上の問題に係
る相談に対して、
随時対応すること
ができた。

― 継続
相談延べ件
数

― 12

児童生徒及び保
護者が抱えるいじ
めや学校との関
係性の構築に関
する相談に対し、
随時対応できた。

― 継続
相談延べ件
数

― 26

児童生徒及び保
護者が抱えるいじ
めや人間関係に
ついての相談に
対し、随時対応す
ることができた。

― 継続
相談延べ件
数

― 21件

児童生徒及び保
護者が抱えるいじ
めや人間関係に
ついての相談に
対し、随時対応す
ることができた。

― 継続 ― ― ― ― ―

86
教育センター分
室（リベーラ）

いじめ相談電子窓口
　児童生徒、保護者及び市民
からのいじめに関する相談に
メールで応じる

　児童生徒、保護
者及び市民

川越市公式ホームペー
ジから電子メールで相
談

主催
相談延べ件
数

― 6

児童生徒の保護
者から、子どもに
対するいじめや人
間関係上の問題
に関する相談に
ついて、随時対応

― 継続
相談延べ件
数

― 1

いじめに対する相
談について、対応
することができ
た。

― 継続
相談延べ件
数

― ―

令和2年度はメー
ルによる相談は
寄せられなかっ
た。

― 継続
相談延べ件
数

― 2

いじめに関する相
談について、対応
することができ
た。

― 継続
相談延べ件
数

― 3件

いじめに関する相
談について、対応
することができ
た。

― 継続 ― ― ― ― ―
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(令和４年度事業実績）

2019～2023 事業概要 平成30(2018)年度実績 令和元(2019)年度実績 令和２(2020)年度実績 令和３(2021)年度実績 令和４(2022)年度実績 達成度の評価

事
業
№

担当部署 事業名 目的 対象 内容 主催・共催 評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成度
評価

次年度
継続 評価指標 目標値

実績
回数・人数

等
成果

達成
度評
価

次年
度継
続

評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成
度評
価

次年
度継
続

評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成
度評
価

次年
度継
続

評価指標 目標値
実績

回数・人数
等

成果
達成
度評
価

次年度
継続

H30
2018
年度

R1
2019
年度

R２
2020
年度

R３
2021
年度

R４
2022
年度

川越市自殺
対策計画の

事業

87 教育指導課
川越市いじめ・不登校
対策検討委員会

いじめや不登校問題の未然
防止、問題解決が図れるよ
う、対策を検討する。

市立学校教職員

いじめ問題や不登校問
題に係る未然防止策
を、校種間の連携を通
して検討する。

主催 開催回数 4 4

児童生徒が主体
となったいじめ防
止のための取組
や不登校対応に
ついて啓発でき
た。

Ａ 継続 開催回数 4 4

児童生徒が主体
となったいじめ防
止のための取組
や不登校対応に
ついて啓発でき
た。

Ａ 継続 開催回数 4 3

教職員のいじめ
対応、不登校対
策の対応の研修
ツールを作成し、
各学校に啓発す
ることができた。

Ｂ 継続 開催回数 4 5

教職員のいじめ
対応、不登校対
策の対応の校内
研修ツールを作
成し、各学校に積
極的に活用する
よう啓発すること
ができた。

Ａ 継続 開催回数 4回 4回

いじめ未然防止
に係る授業ツー
ル、不登校対策
の対応の校内研
修ツールを作成
し、各学校に積極
的に活用するよう
啓発することがで

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

88 教育指導課
川越市立中学校・市立
高等学校ネットパト
ロール業務委託

いじめやそれに起因する事
件・事故など、児童・生徒
の生命及び健康を脅かす事
態の発展を未然に防止す
る。

市立中学校、高
等学校に在籍す
る生徒

市内中・高校生のイン
ターネット上の書き込
み等の検索や監視並び
にインターネット上の
相談窓口の開設による
相談活動

主催 対応件数 ― 79

インターネット上
の書き込みへの
対応により、指導
の充実が図られ
た。

Ａ 継続 対応件数 ― 12

インターネット上
の書き込みへの
対応により、指導
の充実が図られ
た。

Ａ 継続 対応件数 ― 1

パトロールで把握
できるネット上に
書き込みが限ら
れていたが、把握
できたものは指導
に生かすことがで
きた。

Ｃ 継続 対応件数 ― 90

画像による個人
情報等の投稿も
パトロールの対象
となったことで前
年度を大きく上回
る対応件数になっ
た。そこから指導
に生かすことがで
きた。

Ａ 継続 対応件数 ― 8件

インターネット上
の書き込みへの
対応により、指導
の充実が図れた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ｃ Ａ Ａ

89 教育指導課
いじめ及び学校生活に
ついてのアンケート

いじめの早期発見、早期対応
を図る。

市立学校児童生
徒・保護者

児童・生徒及び保護者
に対しアンケートを実施
（児童・生徒：7月、12
月、保護者：12月）

主催 実施回数 2 2

学校が把握した
事項について早
期に対応し、個々
の事案に対応す
ることができた。

Ａ 継続 実施回数 2 2

学校が把握した
事項について早
期に対応し、個々
の事案に対応す
ることができた。

Ａ 継続 実施回数 2 2

アンケートを通し
て把握した事案に
ついて、該当児童
生徒に聴き取りを
行い早期に対応
することができ
た。

Ａ 継続 実施回数 2 2

アンケートを通し
て把握した事案に
ついては、積極的
に認知したこと
で、軽微な事案に
も早期に対応する
ことができた。

Ａ 継続 実施回数 2回 2回

アンケートを通し
て把握した事案に
ついては、積極的
に認知したこと
で、軽微な事案に
も早期に対応する
ことができた。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

90

教育指導課
教育センター分
室（リベーラ）

相談窓口リーフレットの
配布

児童・生徒・教職
員

リーフレット等の配布に
よるいじめ予防の啓発と
いじめや不登校など教
育全般に関する相談窓
口の周知

主催 － ― ―

リーフレット等の
配布によるいじめ
予防の啓発といじ
めや不登校など
教育全般に関す
る相談窓口の周
知

― 継続 － ― ―

リーフレット等の
配布によるいじめ
予防の啓発といじ
めや不登校など
教育全般に関す
る相談窓口を周
知することができ
た。

― 継続 ― ― ―

リーフレット等の
配布によるいじめ
予防の啓発といじ
めや不登校など
教育全般に関す
る相談窓口を周
知することができ
た。

Ａ 継続 ― ― ―

リーフレット等の
配布によるいじめ
予防の啓発といじ
めや不登校など
教育全般に関す
る相談窓口を周
知することができ
た。

Ａ 継続 ― ― ―

リーフレット等の
配布によるいじめ
予防の啓発といじ
めや不登校など
教育全般に関す
る相談窓口を周
知することができ
た。

Ａ 継続 ― ― Ａ Ａ Ａ

具体的取組（２）：児童・生徒への支援充実

91 こども育成課 青少年悩み事相談
青少年の心身、進路、対人関
係等の悩みや、家族からの
非行、不登校等の相談支援

市内在住、在学、
在勤の青少年（お
おむね３０歳未
満）や、その家族

指導員による面接、電
話、メールによる個別の
相談支援

主催 相談件数 30 29

悩みごとを抱える
青少年やその家
族へ、助言や支
援を行うことが出
来た

Ａ 継続 相談件数 35 40

悩みごとを抱える
青少年やその家
族へ、助言や支
援を行うことが出
来た

Ａ 継続 相談件数 35 23

悩みごとを抱える
青少年やその家
族へ、助言や支
援を行うことが出
来た

Ａ 継続 相談件数 ― 48

悩みごとを抱える
青少年やその家
族へ、助言や支
援を行うことが出
来た

Ａ 継続 相談件数 ― 20件

悩みごとを抱える
青少年やその家
族へ助言や支援
を行うことが出来
た。

Ａ 継続 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

92 保健予防課 思春期保健講座
子どもの性を取り巻く諸問題
を共通認識し、子どもへの支
援の充実を図る

思春期の子供た
ちに関わる関係
者

性に関する正しい知識
や情報を習得する

主催 実施の有無 ― ― Ｄ 継続 実施の有無 実施 未実施 ― Ｄ 継続 実施の有無 実施 未実施 ― Ｄ 継続 実施の有無 ― ―
事業見直しにより
№92と統合

Ｅ 終了 実施の有無 ― ― ― Ｅ 終了 Ｄ Ｄ Ｄ Ｅ Ｅ

93 保健予防課 性感染症出前講座

子どもの性を取り巻く諸問題
を共通認識し、子どもへの支
援の充実を図るとともに、若
年者への性感染症の知識の
普及と予防啓発を図る

中学生・高校生・
大学生・教職員・
保護者

産婦人科医による性感
染症・性に関する講座に
より、性に関する正しい
知識や情報を習得する

主催 実施回数 22回 16回

性感染症を身近
な問題と感じ、相
談することの第一
歩につながった。

Ａ 継続 実施回数 22回 14回

性感染症を身近
な問題と感じ、相
談することの第一
歩につながった。

Ａ 継続 実施回数 22回 11回

性感染症を身近
な問題と感じ、相
談することの第一
歩につながった。

Ａ 継続 実施回数 22回 14回

新型コロナウイル
スの影響で回数
は減らして実施し
たが、性感染症を
身近な問題と感
じ、相談すること
の第一歩につな
がった。

Ｃ 継続 実施回数 22回 21回

性感染症を身近
な問題と感じ、相
談することの第一
歩につながった。

Ｂ 継続 Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｂ

94 雇用支援課 高校生労働法出前講座
社会に出る前の若い世代に
就労に関する正しい知識を
持ってもらう。

市内高校卒業予
定者
（今年度は
市内４高校を対
象）

社会保険労務士による
労働法についての講義

主催 開催回数 4 3
労働法に関する
知識を啓発するこ
とが出来た。

Ｂ 継続 開催回数 4 2
労働法に関する
知識を啓発するこ
とが出来た。

Ｃ 継続 開催回数 4 2

労働法に関する
知識を啓発するこ
とが出来た。新型
コロナの影響によ
り1回中止。

Ｃ 継続 開催回数 4 2

労働法に関する
知識を啓発するこ
とが出来た。新型
コロナの影響によ
り1回中止。

Ｃ 継続 開催回数 3回 2回

労働法に関する
知識を啓発するこ
とが出来た。学校
側の判断により1
回中止。

Ｃ 継続 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

95 教育指導課 スクールボランチ作戦

学級がうまく機能しない状
況や非行問題行動・不登校
児童生徒の増加などに細や
かな指導支援を行う。

市立小中学校教
職員・児童生徒

スクールボランチ（生
徒指導推進員）を配置
し、学校運営の補助を
行い、児童生徒一人一
人に対し適切な援助を
行う。

主催
のべ配置日
数

2800 2,839

一斉授業に参加
できない児童生徒
への対応や、校
内の巡回などによ
り、教員が指導に
余裕を持つことが
でき、学習活動に
も相乗効果が表
れた。

Ａ 継続
のべ配置日
数

2800 2,922

一斉授業に参加
できない児童生徒
に対して個の応じ
た対応や、校内の
巡回などにより、
教員の生徒指
導、学習指導にも
相乗効果が表れ
た。

Ａ 終了 ― ― ― ― ― 終了 ― ― ― ― ― 終了 ― ― ― ― ― 終了 Ａ Ａ ― ― ―

96
教育センター分
室（リベーラ）

教育相談
子どもの教育に関する相談
に応じ、問題の解決を図る

　川越市内に居
住する幼児、児童
及び生徒並びに
その保護者及び
川越市立学校教
職員

面接相談、電話相談に
よる個別の支援、ことば
などの障害や就学にか
かわる相談、不登校児
童生徒への適応指導

主催
相談延べ件
数

― 3,878

不登校や発達に
関する相談、就
学に関する相談
など、多くの相
談を受理してい
る。

― 継続
相談延べ件
数

― 4010

不登校や発達に
関する相談、就学
に関する相談な
ど、多くの相談窓
口を開設し、対応
できた。

― 継続
相談延べ件
数

― 3048

不登校や不適応
に関する相談、就
学に関する相談
などに対し、相談
窓口を広げ対応
できた。

― 継続
相談延べ件
数

― 3,681

不登校や不適
応、就学に関する
相談等、相談窓
口を広げて相談
に対応できた。

― 継続
相談延べ件
数

― 3,506件

不登校や不適
応、就学に関する
相談等、相談窓
口を広げて相談
に対応できた。

― 継続 ― ― ― ― ―

97
教育センター分
室（リベーラ）

スクールソーシャル
ワーカー配置事業

いじめ、不登校等の課題を抱
える児童生徒について、その
背景にある生活環境への働
きかけ及び改善を図る。

児童生徒、保護
者及び教職員

関係諸機関等とのネット
ワークの構築、連携・調
整。学校内におけるチー
ム体制の構築、支援。
保護者、教職員に対す
る支援・相談・情報提
供。教職員等への研修
活動。

主催 ― ― ―

いじめ、不登校等
の課題を抱える
児童生徒につい
て、その背景にあ
る生活環境への
働きかけ及び改
善を図る。

― 継続 ― ― ―

児童生徒が抱え
るいじめに関する
悩みや不登校の
要因を捉え、背景
にある問題の改
善に向けて改善
を図れた。

― 継続 ― ― ―

児童が抱える悩
みの背景にある
環境へのアプ
ローチを行い、改
善に向けて対応
することができ
た。

― 継続 ― ― ―

児童生徒が抱え
る悩みや不安に
寄り添い、その背
景にある要因の
改善に向けて対
応することができ
た。

― 継続 ― ― ―

児童生徒を取り巻
く環境と一人一人
の特性を理解し、
不登校等の問題
の改善にむけて
対応することがで
きた。

― 継続 ― ― ― ― ―

98
教育センター分
室（リベーラ）

さわやか相談員配置事
業

児童生徒、保護者からのいじ
め、不登校等の課題に関す
る相談に応じる。

児童生徒、保護
者及び教職員

中学校での面談・電話
での相談。
小学校訪問による相
談。
家庭訪問による相談。

主催
相談延べ件
数

― 13,369

児童生徒、保護
者からのいじめ、
不登校等の課題
に関する相談に
応じる。

― 継続
相談延べ件
数

― 14193

児童生徒の悩み
を聞き取り、その
対処法等を具体
的に示すなど、支
援することができ
た。

― 継続
相談延べ件
数

― 13779

児童生徒、保護
者の悩みに寄り
添い、相談に応じ
ることができた。

― 継続
相談延べ件
数

― 16,145

児童生徒、保護
者の悩みや不安
を聞き取り、その
問題の改善のた
めに支援すること
ができた。

― 継続
相談延べ件
数

― 13,647件

児童生徒、保護
者の悩みや不安
に寄り添い、問題
の改善にむけた
に支援をすること
ができた。

― 継続 ― ― ― ― ―

具体的取組（３）：いのちの授業の推進

99 教育指導課 いのちの授業

授業を通じて、生きていること
の素晴らしさ、いのちの尊さ、
正しい性知識等について学
ぶ。

市立小学校児童
助産師が講師となり、小
学校にて実施

共催 実施校数 10 8

授業後の子ども
達の感想から、
自他の命を大切
にして生きてい
こうとするもの
が数多く見られ
た。

Ｂ 継続 実施校数 10 8

授業後の子ども
達の感想から、
自他の命を大切
にして生きてい
こうとするもの
が数多く見られ
た。

Ｂ 継続 実施校数 10
新型コロナの
影響により事

業中止
― Ｄ 継続 実施校数 10 6

子供達が授業を
通して、出産が命
がけであること、
自分の命がかけ
がえのないもので
あることを学ぶこ
とができた。

Ｂ 継続 実施校数 10校 12校

子供達が授業を
通して、出産や生
きていることの素
晴らしさ、自他の
命の大切さを学
ぶことができた。

Ｂ 継続 Ｂ Ｂ Ｄ Ｂ Ｂ

具体的取組（４）：若者への支援の充実

100 雇用支援課
「働くことに踏み出せな
い」若者、本人及び保
護者セミナー

「働くことに踏み出せない」若
者の就職に向けて各々の立
場に合わせたセミナーを実
施。

義務教育を修了
した15歳～39歳
までの「働くことに
踏み出せない」若
者、本人及び保
護者

本人向け：パソコン基礎
講座、職業適性チェック
など
保護者：子どもとの関わ
り方、背中の押し方など

主催
のべ参加者
数

180 27
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｃ 継続
のべ参加者
数

180 84
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｃ 継続
のべ参加者
数

180 7
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｃ 継続 開催回数 2 3
問題解決に向け
た支援が出来た。

Ｂ 継続 開催回数 2回 3回
問題解決に向け
た支援が出来た。

Ｂ 継続 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ

101 雇用支援課
「働くことに踏み出せな
い」若者、本人及び保
護者の個別相談

働きたいが踏み出せない若
者、本人及び保護者からの
相談を受ける。

義務教育を修了
した15歳～39歳
までの「働くことに
踏み出せない」若
者、本人及び保
護者

就職に向けて、各々の
立場に合わせたアドバ
イスを行う。

主催
のべ参加者
数

180 73
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｃ 継続
のべ参加者
数

180 59
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｃ 継続
のべ参加者
数

180 8
問題解決に向け
ての支援が出来
た。

Ｃ 継続 開催回数 30 34
問題解決に向け
た支援が出来た。

Ａ 継続 開催回数
30回

2,200人
30回

問題解決に向け
た支援が出来た。

Ａ 継続 Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ａ

重② 102 雇用支援課 各種就職面接会
地元企業と地元での就職を
希望する求職者との出会い
の場を提供する

求職者
（学生、障害者
等を含む）

ハローワーク川越管内
にある企業と求職者と
の合同面接会

ハローワー
ク川越、管内

市
開催回数 5 5

地元企業と地元
での就職を希望
する求職者との出
会いの場を提供
することが出来た

Ａ 継続 開催回数 5 5

地元企業と地元
での就職を希望
する求職者との出
会いの場を提供
することが出来た

Ｂ 継続 開催回数 5 1

地元企業と地元
での就職を希望
する求職者との出
会いの場を提供
することが出来
た。新型コロナの
影響により４回中
止。

Ｃ 継続 開催回数 5 3

地元企業と地元
での就職を希望
する求職者との出
会いの場を提供
することが出来
た。新型コロナの
影響により４回中
止。

Ｃ 継続 開催回数 5回 7回

地元企業と地元
での就職を希望
する求職者との出
会いの場を提供
することが出来
た。

Ａ 継続 Ａ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ
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